
住宅エコリ フォーム推進事業　 よく あるご質問

最終更新日　 2023/4/27

No 分類 分類 質問 回答 更新日

1 事業全体 全般
住宅エコリ フォーム推進事業とはなんです
か。
どう やって申請するのですか。

本事業は要件を満たすリ フォームについて、 現金で補助を行う ものです。
補助事業者が申請手続きを行い、 補助金は補助事業者へ振込まれます。 リ
フォーム工事発注者は契約を締結した補助事業者を通じて補助金の還元を
受けます。

工事発注者は、 本事業の利用や、 交付申請手続きの委任、 還元方法につい
て、 「 共同事業実施規約」 を作成し 、 要件を満たすことや必要な書類の収
集等に協力する必要があり ます。

2023/04/27

2 事業全体 全般
還元方法を「 現金で支払う 方法」 にした場
合、 方法に指定はあり ますか。

還元方法「 現金で支払う 方法」 は、 銀行振込を利用することをお勧めしま
す。
振込手数料の負担は双方で協議してく ださい。
事業者の独自ポイント は現金にあたらないため、 還元方法として指定でき
ません。

2023/04/27

3 事業全体 全般 補助金を、 発注者が受取るのはいつですか。

還元方法「 甲の乙に対する債務と相殺」 を選択した場合、 補助金は工事費
や購入費の一部として充当されることになり ます。
「 現金で支払う 方法」 を選択した場合、 原則として工事が完了し引渡を受
けた後に事業者から受け取ることになり ます

2023/04/27

4 事業全体 補助事業者 補助事業者はどのよう に探せばいいですか。

事業者登録が完了し公開を希望する、 住宅エコリ フォーム推進事業者は、
事務局ホームページから検索できます。
契約時等に、 本事業を利用予定であることを事業者と確認してく ださい。
（ 登録が完了し公開を希望する住宅エコリ フォーム推進事業者から、 随時
公表するものです。 ）

2023/04/27

5 事業全体 補助事業者
契約した事業者は、 必ず本事業の手続きを
行ってく れますか。

本事業の実施について事業者への周知を行っており ますが、 本事業への参
加登録や、 申請手続きを行う ことは、 住宅事業者の義務ではあり ません。

本事業へ登録し 、 公表を希望する住宅エコリ フォーム推進事業者について
は支援室ホームページで順次公表しています。
本事業の活用については住宅事業者とよく ご相談く ださい。

2023/04/27

6 事業全体 予算
予定より も早く 事業が終了することはあり ま
すか、 どのよう に周知されますか

申請状況を踏まえて事業者登録や交付申請の受付を早期に締め切ることが
あり ます。 予算の執行状況については支援室ホームページで公表します。

2023/04/27

7 事業全体 全般 他の補助金との併用は可能ですか。

原則として、 本事業と補助対象が重複する国の他の補助制度との併用はで
きません。 ただし 、 地方公共団体の補助制度については、 国費が充当され
ているものを除き併用可能です。

本事業で対象とするリ フォーム工事の請負工事契約と 、 他の補助制度で対
象とするリ フォーム工事の請負工事契約及び工期が別である場合について
は、 併用することができます。
代表的な補助制度との併用可否については、 よく あるご質問【 補助対象】
をご確認く ださい。

2023/04/27

8 事業全体
交付申請
完了報告

交付申請に費用はかかり ますか。
申請自体に費用はかかり ませんが、 申請に必要な証明書類の準備に費用が
かかることがあり ます。

2023/04/27

9 事業全体
交付申請
完了報告

交付申請の手続きについて、 補助事業者が消
費者へ手数料を請求してもよいですか。

請求する場合、 金額や内訳等について両者で合意し 、 ト ラブルにならない
よう に留意してく ださい。

2023/04/27

10 事業全体
交付申請
完了報告

交付決定の後、 要件を満たさない事が判明し
た場合、 どう なり ますか。

交付決定の取り 消しになり ます。
補助金の交付が既に行われている場合、 補助金の返還が必要です。
なお、 返還にあたっては所定の加算金が付される場合があり ます。
契約する住宅事業者を通じて、 速やかに支援室にご報告く ださい。

2023/04/27

11 事業全体 契約 いつ契約したものが対象ですか。

2023年4月1日以降に締結した場合に対象になり ます。
契約とは「 工事請負契約」 の原契約を言います。
なお、 契約の締結以降、 および事業者が住宅エコリ フォーム推進事業者に
登録申請する日以降に着工する工事が対象ですので、 ご注意く ださい。

2023/04/27

消費者向け
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12 事業全体 契約
契約書を作成しなかった場合も対象になり ま
すか。
（ 見積書と請求書のみで工事を行った）

対象外です。
請負契約や売買契約の締結を、 書面で確認できない場合は対象になり ませ
ん。 請負契約を「 注文書・ 注文請書」 で締結した場合、 契約日は注文請書
の請負日で確認します。

2023/04/27

13 事業全体 契約
電子契約で締結した場合も対象になり ます
か。

請負契約や売買契約を電子契約で締結した場合も、 対象になり ます。
ただし 、 契約日や契約者等、 要件を確認する項目は、 契約書面上に明記さ
れている必要があり ます。
（ タ イムスタンプ等の日付では申請できません）

2023/04/27

14 事業全体 契約
原契約が2023年4月1日より 前です。
変更契約の締結日が2023年4月1日以降である
場合、 対象になり ますか。

対象外です。
工事請負契約日は、 変更契約の時期によらず、 原契約の締結日が2023年4
月1日以降である場合のみ対象になり ます。

2023/04/27

15 事業全体 契約
2023年4月1日より 前に契約したものが対象と
ならないのはなぜですか。

本事業を契機に省エネリ フォームの実施をしていただく ことを目的として
いるため、 2023年4月1日より 前に契約がなされたものに遡って適用するこ
とはできません。

2023/04/27

16 事業全体 再申請
交付決定された申請を、 一度取り 下げて、 再
申請を行う ことはできますか。
（ 申請する補助額を増額したい）

できません。
ただし 、 追加工事分で要件を満たす場合は、 再度申請が可能です。

2023/04/27

17 事業全体 確定申告 交付された補助金は課税対象になり ますか。

共同事業者が個人の場合、 補助金は一時所得に該当するため、 一定額以上
は申告が必要です。
ただし 、 本補助金は、 所得税法第42条第1項(国庫補助金等の総収入金額不
算入)に規定する「 国庫補助金等」 に該当しますので、 所定の手続きによ
り 所得の参入から除外できる場合があり ます。

また、 住宅ローン減税等を併用する場合、 住宅の取得価格等から控除する
必要があり ます。
詳し く は、 税務署等にご確認く ださい。

2023/04/27

18 リ フォーム 対象工事
複数の開口部の断熱改修が必須なのはなぜで
すか。

本事業は、 2050年カーボンニュート ラル実現の観点から良質な住宅スト ッ
クの形成を目的としているため、 省エネ効果の高い開口部の改修を複数行
う ことを必須としています。

2023/04/27
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